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まで地域独占であり、選択の余地がなかった家庭向け電力小売市場は、2016 年 4 月より自




















                                                          
1 それ以前より工場や集合住宅など、大口の顧客についての自由化は段階的に行われてきたが、選択
できる者は限られていた。 




の表明をしている。2016 年 6 月 1 日の日本経済新聞によると 2016 年 5 月 12 日の時点で
295社が電力小売りの自由化のライセンスを登録している2。また経済産業省の資料（2018）






















                                                          
2 ただし、競争環境や参入状況には地域差がある。 
3 自由化前の消費者行動研究としては青木・西村（2004）がある程度である。 
4 ただし 2000 年代にこのような形態を「サブスクリプション」と呼ぶことは希であった。 















理容室（Jones et al.2000；酒井 2006 など）、携帯電話（Kim et al.2004 など）、固定電話




研究も一部で存在している。これらの研究は後述の PPM モデルや Hircshman（1970）の離
脱になに影響された顧客離脱の研究の流れも汲んだものと考えられるが、モデル構造とし
てはロイヤルティモデルを取っている。「PPM（Push Pull Mooring）モデル」は（Bansal et 
al. 1999; Bansal and Tayler 1999 など）によって提唱されたモデルである。PPM モデルの構
造としてブランドスイッチに対して、現在契約中のブランドとの関係を継続させる要因と
して Push 変数と、他のブランドにスイッチさせる要因として Pull 変数を、そして両者に
対するモデレータとして Mooring 変数を設定しているのが特徴となっている。PPM モデル
とロイヤルティモデルとは研究的影響が相互に見られる6。2000 年代以降の研究では PPM
                                                          
5 満足とスイッチングバリアを規定した上で第 3、第 4 の要因を検証しようとした研究も多くみられ
る。 
6 PPM モデルおよびロイヤルティモデルが引用している先行研究は共通している場合が多い。 



















 3.2.2 スイッチングコスト 
「スイッチングコスト」とは「ある供給業者の製品から別の業者の製品に変えるとき、買
い手に一時的に発生するコスト」（Porter 1980）などと定義される。Jones et al.（2000）や
Fornell（1992）のように「スイッチングバリア」を使うこともあるが、一般に両者はほぼ
同義と捉えられている。ただし希 Jones et al.（2000）などのように「スイッチングコスト」
と「スイッチングバリア」を区別する研究もある8。スイッチングコストの構成要素として
は非常にさまざまなものが提起されているが近年は Burnham et al.（2003）の分類が多く使
われている。Burnham et al.（2003）らはスイッチングコストを①経済的スイッチング・コ
スト②手続き的スイッチングコスト③関係的スイッチングコストの 3 種類に分類している。 
                                                          
7 酒井（2010）を参照のこと 
8 本研究では Burnham et al.（2003）の枠組みに従い原則として「スイッチングコスト」を使用するこ
ととした 
－ 5 － 
 3.2.3 代替案の知覚 






されている（Jones et al.2000; Sherma et al. 2000; Patterson et al. 2003; Colgate et al. 2001; Kim 








よび PPM モデルの適用が見られる。例えば、Ibáñezet al.（2006）および Hartmann et al.（2007）
はスペインの電力市場のロイヤルティ構造について検証している。また Wieringa et al.（2007）
はオランダ電力市場のスイッチ構造について検証している。これらの研究では比較的ブラ
ンドへの信頼や、知覚品質が満足の構成要素として規定されていることが大きな特徴であ
ると考えられる。これらの研究で知覚差異（Ibanez et al.2006；Wieringa et al.2007）ブラン
ドへの技術的信頼（Ibanez et al. 2006; Wieringa et al. 2007）がロイヤルティ／ブランドスイッ
チの要因として設定されている。 
 さらに他に自然エネルギーへのスイッチ促進も一部で関心が持たれており、Gerpott et al.
（2010）はドイツのクリーンエネルギー導入促進、Baek et al. 2015 はソーラーの導入促進
を研究目的としている。その中で Gerpott et al.（2010）は環境保護に対する態度が要因とし
て規定されている。さらに Gerpott et al.（2010）は代替案の魅力も要因として規定してい
る。 
                                                          
9 2000 年代の研究は独自の構成要素を設定する場合が多いが、2010 年頃からは Burnham et al.（2003）
の枠組みを引用する研究が増えていると考えられる。 












 4.2.1 満足度とスイッチングコストスイッチング・コスト 
既に繰り返し述べている通り、この二つの概念はほとんどのロイヤルティモデルおよび
PPM モデルの既存研究において設定されている概念である。スイッチングコストについて












 4.2.2 代替案の知覚 
代替案の魅力は一部のロイヤルティモデル（Jones et al.2000 など）および PPM モデル全
般（Bansal et al. 1999）で設定されている概念である。またエネルギー関連では Gerpott et al.
（2010）においても設定されている。さらに市場の状況として家庭向け電気市場において






 4.2.3 家庭向け電力市場特有の要因 




















－ 8 － 




















 本研究では仮説モデルを検証するため、インターネット調査を行い AMOS を使用して共
分散構造分析によって分析した。インターネット調査はマクロミルのリサーチパネルを使











 本調査の調査対象者は前述の通り 412 名であったが、電気に関する意思決定を自分でし
ない人は除外した。また不正回答なども除外した結果、有効回答数は 309 名であった（東
京電力 153、九州電力 156）。調査概要は下記の表 1 にまとめている。 
 
表 1 調査概要 
調査方法 マクロミル社のリサーチパネルを使用した 
インターネット調査 



















                                                          
10 集合住宅および賃貸住宅では電気の契約を決めることができない場合があるため除外した。 




















が多いため GFI の数値は 0.85 以上であれば適合度が高いと判定されるが、GFI の適合度は
やや低いものとなっている。また RMSEA は 0.070 以下が基準とされているため、十分に
許容範囲と考えられる。適合度の向上のためにさらにモデルの修正と検証を行ったところ、




デルの主なパス係数の結果は以下の図 2 の通りである12。 
                                                          
11 尚、地域間の比較を行うために多母集団の同時分析も検証も行った。しかし適合度が著しく低下
する結果となった。そのため多母集団分析の検証は行わないこととした。 
12 図 2 のパス係数が後述の表 2 と異なるのは、四捨五入されるためである。 
－ 11 － 
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6.2 ブランドスイッチ意向に対する影響 
ブランドスイッチの意図に対する標準化係数は下記の表 2 の通りである。 
 
表 2：ブランドスイッチに対するパス係数 
  標準化係数 Ｐ値 
仮説 1 契約中ブランドに対する満足度 -0.705   0.000 
仮説 2―1 経済的スイッチングコスト -0.244   0.026 
仮説 2―2 手続き的スイッチングコスト 0.182   0.104 
仮説 2―3 関係的スイッチングコスト 0.084   0.541 
仮説 3 代替案の知覚 0.402   0.000 
仮説 4―1 技術的信頼 0.075   0.452 
仮説 4―2 知覚差異 -0.081   0.281 
仮説 5 自然エネルギーへの態度 0.239   0.000 
 
 
 満足度の影響は標準化係数が-0.703 であった。これは 0.1%水準で有意であり、仮説 1 は
支持されたといえるであろう。また他の要因と比べても有意に高い係数であった。 
 スイッチングコストについては三つがそれぞれ異なる結果を示した。経済的スイッチン
グコストの影響は-0.271 であった。これは 5％水準で有意であり、仮説 2－1 は支持された
といえるであろう。手続き的スイッチングコストの影響は 0.182、関係的スイッチングコス
トは 0.084 と両方とも仮説とは逆の結果となったが 10％水準で有意にならかった。そのた
め仮説 2－2、仮説 2－3 は不支持であったいえるだろう。 




が 0.239、1％水準で有意となった。そのため、仮説 5 は支持されたと考えられる。 
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7.考察 
 






満足度（仮説 1）、経済的スイッチングコスト（仮説 2-1）、 





















































                                                          
13 ただし、家庭向け電力サービスで独自尺度を多く採用すると他サービスとの比較が困難になる問
題はある。 
－ 15 － 
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巻末資料 1：スイッチングコストの因子分析の結果（最尤法・バリマックス回転） 
 関係的 SC 手続き的 SC 金銭的 SC 
良いイメージ 0.903 0.108 0.109 
好きである 0.884 0.063 0.063 
気に入っている 0.843 0.098 0.138 
一企業として支持している 0.841 0.053 0.167 
面倒な手続がある。 0.154 0.879 0.214 
変更の手続は憂鬱 0.102 0.863 0.301 
変更は想像以上に面倒そう 0.157 0.588 0.525 
比較するのに時間かかる -0.035 0.579 0.331 
変更は損失が発生する 0.029 0.349 0.748 
変更は費用が発生する 0.098 0.317 0.673 














－ 19 － 
巻末資料 2：因子分析の結果 2 
 自然エネルギー 技術的信頼性 代替案知覚 知覚差異 
自然エネルギー使いたい 0.903 -0.073 0.035 0.008 
価格が高くても自然エネル
ギー使いたい 
0.670 -0.138 0.040 -0.180 
日本は自然エネルギー増や
すべき 
0.601 0.153 -0.165 0.160 
〇〇会社の発電方法に興味
がある 
0.534 0.024 0.252 0.062 
〇〇電力は着実に供給して
くれる 
0.018 0.841 -0.063 0.235 
〇〇電力の供給能力は信頼
できる 
-0.083 0.797 -0.059 0.291 
〇〇電力は停電の心配ない 0.013 0.609 0.146 0.078 
自分にとって最適な電力会
社を知っている 
0.053 0.101 0.766 -0.044 
〇〇電力以外の電力会社を
知っている 
-0.003 -0.072 0.722 0.023 
電力会社に対する関心が強
い方である 
0.054 0.038 0.622 0.086 
電力会社によってサービスに
違いがある 
0.094 0.115 -0.033 0.831 
電力会社によって電気料金
に違いがある 
-0.029 0.143 0.046 0.604 
電力会社によって供給の信
頼性に違いがある。 
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巻末資料 3：各尺度におけるクロンバックのα係数 
潜在変数 α係数 
ブランドスイッチ意向 0.835 
満足度 0.831 
経済的ＳＣ 0.668 
手続き的ＳＣ 0.877 
関係的ＳＣ 0.931 
代替案知覚 0.742 
知覚差異 0.723 
技術的信頼 0.806 
自然エネルギーへの態度 0.755 
原発への態度 0.804 
 
